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１　調査の目的
　この調査は、企業とNPO等との協働の実態と意向を把握し、今後の栃木県における企業とNPO等との
協働を支援・促進していくための基礎資料とすることを目的としています。

２　対象
　（１）県内に主たる事務所の所在するNPO法人644法人
　（２）県内に事業所を有する企業1,000社

３　調査時期
　（１）NPO法人向け調査　　　平成29年10月 ２日～平成29年10月31日
　（２）企業向け調査　　　　　平成29年10月27日～平成29年12月 ８日

※企業向け調査については、当初設定していた調査期限（11月30日）後、調査票未提出の企業あて提
出依頼を一回送付し、期限を12月８日に再度設定しています。

４　調査方法
　　郵送調査法により実施。

５　調査結果の概要
　（１）NPO法人向け調査
　　　平成29年９月１日現在で認証を受けている法人に送付。
　　　・配布数	 644件
　　　・有効配布数	 600件　
　　　・総回収数	 203件
　　　・有効回収率	 33.8%

　（２）企業向け調査
　　　事業所母集団情報より栃木県内に事業所の所在する企業1,000社を抽出し、送付。
　　　・配布数	 1,000件
　　　・有効配布数	 979件
　　　・総回収数	 389件
　　　・有効回収率	 39.7%

６　集計結果の見方
　（１）本文に使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者数です。
　（２）百分率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位まで表示しました。そのため、単数回答
　　　　（１つだけ選ぶ設問）の百分率（％）の合計が、100.0％にならない場合があります。
（３）複数回答（２つ以上選ぶことができる設問）は、百分率（％）の合計が100.0％を超える場合があ

ります。
　（４）図表では、スペースの都合等により回答選択肢を省略して表記している場合があります。

第１章　調査の概要
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第１節　企業・NPO法人が得意とすることと、相手方への要望の比較
　１　協働する場合において、企業が得意とすることと、NPO法人が企業に要望していること

　企業が得意とすることは、「従業員のボランティア活動」（18.6％）が最も高く、次いで「ブランド力」（15.1％）、「商
品企画・開発力」（12.8％）、「専門性」（12.8%）の順となっている。一方、「特にない」（36%）は４割近くなっている。

　一方、NPO法人が企業に求めることとして、「寄付金や助成金などの資金を提供してほしい」（48.8%）が最
も高く、次いで「地域活動のパートナーとしてNPO等を認識してほしい」（40.4%）、「地域活動に関連ある技術
やノウハウなど企業情報をもっと公開してほしい」（24.6%）の順となっている。

【まとめ】
　NPO等と協働する場合に企業が得意とすることは「従業員のボランティア活動」（18.6％）が最も高いが、
NPO法人の要望では「役員やボランティアなど人的資源を提供してほしい」（14.3%）は、下位に位置している。

第２章　調査結果

0% 10% 20% 30% 40%
NPO等と協働する場合に貴社が得意とすることは何ですか。（複数回答）（ｎ＝86）

従業員のボランティア活動

ブランド力

商品企画・開発力

専門性

商品シェア、集客力

障害者の受け入れ体制

イベント企画、開催ノウハウ

社会貢献活動の実績

伝統、こだわりの職人技

保養所などの施設

遊休施設や土地

特にない

その他

無回答

18.6%18.6%

15.1%15.1%

12.8%12.8%

12.8%12.8%

10.5%10.5%

7.0%7.0%

5.8%5.8%

5.8%5.8%

3.5%3.5%

1.2%1.2%

1.2%1.2%

36.0%36.0%

3.5%3.5%

1.2%1.2%

企　業

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業への要望はありますか。（３つまで選択）（ｎ＝203）NPO法人

寄付金や助成金などの資金を提供してほしい

地域活動のパートナーとしてNPO等を認識してほしい

地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開してほしい

トップが地域活動に関心をもってほしい

地域活動担当者をもうけてほしい

NPO等への理解について、社内で合意が得られるように進めてほしい

役員やボランティアなど人的資源を提供してほしい

会議室や運動場など施設の開放をしてほしい

製品や社内余剰品、および印刷機などの施設機材を提供してほしい

その他

無回答

48.8%48.8%

40.4%40.4%

24.6%24.6%

24.1%24.1%

18.2%18.2%

14.3%14.3%

14.3%14.3%

12.3%12.3%

8.9%8.9%

6.4%6.4%

10.8%10.8%
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　２　協働する場合において、NPO法人が得意とすることと、企業がNPO等に要望していること

　NPO法人が得意とすることは、「活動の実績」（43.3%）が最も高く、次いで「ネットワークを持っている」
（28.6％）、「専門性が高い」（28.6%）、「地域住民と密接な関係を有している」（28.1%）の順となっている。

　一方、企業がNPO等に求めることとして、「地域住民と密接な関係を有していること」（25.7%）が最も高く、
次いで「実績が豊富であること」（23.1%）、「協働のメリットを提示する能力があること」（20.8%）の順となっ
ている。一方、「特にない」（34.2%）は３割を超えている。

【まとめ】
　企業がNPO等に求めることのなかで「協働のメリットを提示する能力があること」（20.8％）、「情報公開
度が高いこと」（16.7％）は上位にあげられているが、NPO法人が得意とすることではいずれも11.8％と低
く、下位に位置している。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

企業との連携・協働する場合に貴団体が得意とすることは何ですか。（複数回答）（ｎ＝203）NPO法人

活動の実績

ネットワークを持っている

専門性が高い

地域住民と密接な関係を有している

企画力

コミュニケーション能力がある

協働のメリットを提示する能力がある

情報公開を積極的に行っている

マネジメント能力がある

知名度が高い

特にない

その他

無回答

43.3%43.3%

28.6%28.6%

28.6%28.6%

28.1%28.1%

18.2%18.2%

15.3%15.3%

11.8%11.8%

11.8%11.8%

8.9%8.9%

5.4%5.4%

3.0%3.0%

18.2%18.2%

3.4%3.4%

0% 10% 20% 30% 40%

貴社がNPO等と協働する場合、NPO等に対して何を求めますか。（複数回答）（ｎ＝389）

地域住民と密接な関係を有していること

実績が豊富であること

協働のメリットを提示する能力があること

企画力があること

情報公開度が高いこと

ネットワークを持っていること

コミュニケーション能力があること

マネジメント能力があること

専門性が高いこと

知名度が高いこと

特にない

その他

無回答

25.7%25.7%

23.1%23.1%

20.8%20.8%

17.7%17.7%

16.7%16.7%

16.7%16.7%

12.1%12.1%

10.8%10.8%

9.0%9.0%

3.3%3.3%

3.1%3.1%

34.2%34.2%

2.8%2.8%

企　業
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第２節　企業向けアンケート調査結果

　NPO等の情報の入手先としては、「NPO等のチラシ・パンフレット」（10.3%）が最も高く、次いで「既に
関係のあるNPO等」（8.2%）、「NPO等のホームページ・メールマガジン」（5.1%）の順となっている。一方、
「特に入手していない」（78.7%）は８割近くになっている。

　NPO等に対するイメージについては、「何をしているか分からない」（26.5%）が最も高く、次いで「熱意が
ある」（24.9%）、「行動的」（20.6%）の順となっている。一方、「特にイメージはない」（42.4%）は４割を超
えている。

0% 10% 20% 30%

１　NPO等に関する情報をどこから入手していますか。（複数回答）（ｎ＝389）

NPO 等のチラシ・パンフレット

既に関係のある NPO 等

NPO 等のホームページ・メールマガジン

NPO 支援機関等

行政の担当者

NPO 等と個人的に関係のある自社社員

他社・取引先の担当者

特に入手していない

その他

無回答

10.3%10.3%

8.2%8.2%

5.1%5.1%

4.4%4.4%

4.1%4.1%

2.6%2.6%

2.6%2.6%

0.8%0.8%

0.0%0.0%

78.7%78.7%

２　貴社ではNPO等に対してどのようなイメージをお持ちですか。（複数回答）（ｎ＝389）
0% 10% 20% 30% 40% 50%

何をしているか分からない

熱意がある

行動的

役立つ・頼もしい

近寄りにくい

信用できない

先進的

頼りない

特にイメージはない

その他

無回答

26.5%26.5%

24.9%24.9%

20.6%20.6%

11.8%11.8%

3.9%3.9%

3.6%3.6%

3.1%3.1%

0.3%0.3%

2.3%2.3%

42.4%42.4%

0.5%0.5%
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　NPO等（NPO等の活動）に期待することは、「行政や企業にはできない分野の活動」（44.0%）が最も
高く、次いで「地域の課題の解決による地域活性化」（26.5%）、「地域住民の社会貢献活動の場・機会」
（21.9%）の順となっている。一方、「特に期待することはない」（30.8％）は３割を超えている。

３　貴社がNPO等（NPO等の活動）に期待することは何ですか。（複数回答）（ｎ＝389）

行政や企業にはできない分野の活動

地域の課題の解決による地域活性化

地域住民の社会貢献活動の場・機会

地域コミュニティの連帯感の創出・強化

地域住民の雇用創出の場・機会

自社社員の社会貢献活動の場・機会

自社社員の退職後の生きがいづくりや就業の場

自社との連携・協働の対象

NPO 等の専門性を活かした自社からの業務委託

特に期待することはない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50%

44.0%44.0%

26.5%26.5%

21.9%21.9%

18.3%18.3%

6.2%6.2%

5.1%5.1%

4.9%4.9%

3.1%3.1%

3.1%3.1%

30.8%30.8%

1.3%1.3%

1.5%1.5%
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　最近３年以内のNPO等との関わりの有無は、「ある」（15.2％）は１割半ばとなっており、「ない」（84.6%）
は８割を超えている。

　「寄付金・助成金の提供」（40.7%）が最も高く、次いで「イベント等の共同開催」（30.5%）、「自社の物
品・施設の提供」（23.7%）の順となっている。

４　貴社は最近３年以内にNPO等と関わりを持ったことがありますか。（ｎ＝389）

ない
84.6%

無回答
0.2%

ある
15.2%

　　　　NPO等とは、どのような関わりを持ちましたか。（複数回答）（ｎ＝59）

５－２　また、具体的な事業のうち、主なもの２つまでの内容をご記入ください。

【主な回答】
・森林保全活動への参加
・介護施設関係
・寄付金（地域のお祭り、NPO活動等への寄付）
・施設提供
・ポスター・チラシの配布や掲出スペースの提供

５－１　（４でNPO等と関わりを持ったことが「ある」を選んだ企業のみお答えください。）

寄付金・助成金の提供

イベント等の共同開催

自社の物品・施設の提供

人材の派遣や受入

技術やノウハウの提供・交換

自社のＣＳＲ活動に対する第三者意見の依頼

商品・サービスの共同開発

その他

無回答

40.7%40.7%

30.5%30.5%

23.7%23.7%

11.9%11.9%

10.2%10.2%

1.7%1.7%

0.0%0.0%

23.7%23.7%

1.7%1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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　NPO等と関わりを持った理由として「地元地域の活性化・発展のため」（47.5%）が最も高く、次いで「企業
の社会的責任として」（35.6%）、「地域の情報を獲得し、地域での活動を容易にするため」（13.6%）の順と
なっている。
　また、「その他」として、「NPOからの提案」、「協賛依頼」、「ボランティアで来てもらった」等の回答があっ
た。

　　NPO等と関わりを持った理由は何ですか。（複数回答）（ｎ＝59）

地元地域の活性化・発展のため

企業の社会的責任として

地域の情報を獲得し、地域での活動を容易にするため

企業イメージ向上のため

NPO 等や社会への理解を深めるため

将来の事業に結びつくかもしれないから

従業員の満足の向上として

その他

無回答

23.7%23.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

47.5%47.5%

35.6%35.6%

13.6%13.6%

11.9%11.9%

8.5%8.5%

8.5%8.5%

5.1%5.1%

0.0%0.0%

６　（４でNPO等と関わりを持ったことが「ある」を選んだ企業のみお答えください。）
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　今後もNPO等と「関わりを持ちたい」と回答した企業は84.7%と８割を超えている。一方、関わりを
「持ちたくない」と回答した企業は11.9%となっている。

　NPO等と関わりを持ったことがない理由として、「どのようなNPO等があるのかわからない」（46.2%）
が最も高く、次いで「どのような活動が一緒にできるのかわからない」（41.0%）、「自社に人的余裕がない」
（32.2%）の順となっている。

　　NPO等と関わりを持ったことがない理由は何ですか。（複数回答）（ｎ＝329）

どのような NPO 等があるのかわからない

どのような活動が一緒にできるのかわからない

自社に人的余裕がない

自社に財政的余裕がない

連携をサポートしてくれる組織を知らない

単なる資金的支援を求められるだけでは無意味

自社内で連携推進の合意がなされていない

NPO 等と連携してもメリットがない

NPO 等が企業に関心・理解があるか不明

NPO 等が信頼できない

企業活動に悪影響が出ないか不安がある

連携に関する知識が NPO 等に不足している

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50%

46.2%46.2%

41.0%41.0%

32.2%32.2%

15.8%15.8%

10.3%10.3%

10.0%10.0%

9.1%9.1%

8.8%8.8%

7.9%7.9%

4.9%4.9%

3.3%3.3%

2.7%2.7%

8.5%8.5%

1.2%1.2%

８　（４でNPO等と関わりを持ったことが「ない」を選んだ企業のみお答えください。）

　　今後もNPO等と関わりを持ちたいですか。（ｎ＝59）

無回答
3.4%

はい
84.7%

いいえ
11.9%

「はい」を選択した理由
【主な回答】
・地域の活性化、発展のため
・地域への貢献
・企業の社会的責任
・違った角度から業務に対する
　アドバイスをもらえる

「いいえ」を選択した理由
【主な回答】
・中心となって係わる人材がいない
・メリットや効果が不明確
・精神的、経済的に時間の余裕がない

７　（４でNPO等と関わりを持ったことが「ある」を選んだ企業のみお答えください。）
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　NPO等と協働する場合に考慮すべき点については、「どのようなNPO等があるかの情報収集」（35.5%）
が最も高く、次いで「NPO等についての基本的理解を深めること」（32.1%）、「協働についての知識や理解」
（23.7%）の順となっている。一方、「NPO等との連携は考えていない」（31.9％）は３割を超えている。

９　貴社がNPO等と協働する場合、考慮すべき点は何ですか。（複数回答）（ｎ＝389）

どのような NPO 等があるかの情報収集

NPO 等についての基本的理解を深めること

協働についての知識や理解

協働事業を行う目的を明確にすること

それぞれの NPO 等についての評価

社内における意思統一

財源の確保

経営者の理解とリーダーシップ

担当する人材や部署の設置

本社の協働に対する理解

具体的な協働事業案を作成できる能力

協働をサポートしてくれる団体・機関

NPO 等との連携は考えていない

その他

無回答

0% 8% 16% 24% 32% 40%

35.5%35.5%

32.1%32.1%

23.7%23.7%

22.9%22.9%

14.7%14.7%

12.9%12.9%

10.3%10.3%

6.7%6.7%

6.2%6.2%

6.2%6.2%

6.2%6.2%

5.9%5.9%

31.9%31.9%

2.6%2.6%

3.1%3.1%
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　NPO等に対して企業が求めることとしては、「地域住民と密接な関係を有していること」（25.7%）が最も高
く、次いで「実績が豊富であること」（23.1%）、「協働のメリットを提示する能力があること」（20.8%）の順と
なっている。一方、「特にない」（34.2%）は３割を超えている。

0% 10% 20% 30% 40%

10　貴社がNPO等と協働する場合、NPO等に対して何を求めますか。（複数回答）（ｎ＝389）

地域住民と密接な関係を有していること

実績が豊富であること

協働のメリットを提示する能力があること

企画力があること

情報公開度が高いこと

ネットワークを持っていること

コミュニケーション能力があること

マネジメント能力があること

専門性が高いこと

知名度が高いこと

特にない

その他

無回答

25.7%25.7%

23.1%23.1%

20.8%20.8%

17.7%17.7%

16.7%16.7%

16.7%16.7%

12.1%12.1%

10.8%10.8%

9.0%9.0%

3.3%3.3%

3.1%3.1%

34.2%34.2%

2.8%2.8%
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　協働を検討するうえで必要なNPO等の情報は、「NPO等の活動実績」（43.7%）が最も高く、次いで
「NPO等の活動の理念・目的」（30.6%）、「NPO等と他社との協働実績」（25.7%）の順となっている。

　協働を検討するうえで必要な条件が整った場合のNPO等との協働については、「協働してみたい」
（22.1％）は２割を超えている。一方、「協働は不要」（74.6％）は７割を超えている。

11　NPO等のどのような情報があれば、協働を検討しやすいと思いますか。（複数回答）（ｎ＝389）

NPO 等の活動実績

NPO 等の活動の理念・目的

NPO 等と他社との協働実績

NPO 等の行政との関係

NPO 等の組織体制

NPO 等の収支状況

NPO 等の会員の顔触れ

他の NPO 等とのネットワーク

わからない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50%

43.7%43.7%

30.6%30.6%

25.7%25.7%

16.7%16.7%

14.9%14.9%

14.4%14.4%

8.0%8.0%

4.1%4.1%

37.0%37.0%

2.6%2.6%

2.1%2.1%

12　９から 11のような条件が整えば、今後NPO等と協働したいと思いますか。（ｎ＝389）

協働は不要
74.6%

無回答
3.3%

協働して
みたい
22.1%



− 12−

　協働してみたいNPO等の活動分野について、「まちづくりの推進」（41.9%）が最も高く、次いで「観光の振
興」（22.1％）、「地域安全」（22.1%）、「保健・医療・福祉の増進」（20.9%）の順となっている。

　　どのような活動分野のNPO等と協働してみたいですか。（３つまで選択）　（ｎ＝86）
13　（12で「協働してみたい」を選んだ企業のみお答えください。）

まちづくりの推進

観光の振興

地域安全

保健・医療・福祉の増進

環境の保全

災害救援

経済活動の活性化

職業能力の開発・雇用機会の拡充の支援

社会教育の推進

子どもの健全育成

学術・文化・芸術・スポーツの振興

農山漁村又は中山間地域の振興

人権の擁護・平和の推進

国際協力

情報化社会の発展

科学技術の振興

男女共同参画社会の形成の促進

消費者の保護

その他

無回答

41.9%41.9%

22.1%22.1%

22.1%22.1%

20.9%20.9%

18.6%18.6%

16.3%16.3%

15.1%15.1%

12.8%12.8%

12.8%12.8%

8.1%8.1%

4.7%4.7%

4.7%4.7%

3.5%3.5%

3.5%3.5%

3.5%3.5%

2.3%2.3%

0.0%0.0%

1.2%1.2%

4.7%4.7%

16.3%16.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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　NPO等と協働する場合に貴社が得意とすることについては、「従業員のボランティア活動」（18.6%）が最
も高く、次いで「ブランド力」（15.1%）、「商品企画・開発力」（12.8％）、「専門性」（12.8%）の順となってい
る。一方、「特にない」（36.0％）は４割近くなっている。

　行政に望む支援としては、「協働事業に関するNPO等の情報の提供」（55.8%）が最も高く、次いで
「NPO等と交流する機会の提供」（34.9%）、「協働事業を行うメリットや社会的意義に関する情報の提供」
（30.2％）、「協働事業案の具体的な提案」（30.2%）の順となっている。

0% 10% 20% 30% 40%

NPO等と協働する場合に貴社が得意とすることは何ですか。（複数回答）（ｎ＝86）
　14　（12で「協働してみたい」を選んだ企業のみお答えください。）

従業員のボランティア活動

ブランド力

商品企画・開発力

専門性

商品シェア、集客力

障がい者の受け入れ体制

イベント企画、開催ノウハウ

社会貢献活動の実績

伝統、こだわりの職人技

保養所などの施設

遊休施設や土地

特にない

その他

無回答

18.6%18.6%

15.1%15.1%

12.8%12.8%

12.8%12.8%

10.5%10.5%

7.0%7.0%

5.8%5.8%

5.8%5.8%

3.5%3.5%

1.2%1.2%

1.2%1.2%

36.0%36.0%

3.5%3.5%

1.2%1.2%

NPO等と協働を行うにあたり、または行う場合に、行政（県、市町）に望む支援は何ですか。（３つまで選択）
（ｎ＝86）

協働事業に関するＮＰＯ等の情報の提供

ＮＰＯ等と交流する機会の提供

協働事業を行うメリットや社会的意義に関する情報の提供

協働事業案の具体的な提案

連携するための窓口の設置

ＮＰＯ等との協働に関する連携講座の開催

企業からの要望を受け止め、ＮＰＯ等に発信する仕組み（仲介機関など）

特に望む支援はない

わからない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

55.8%55.8%

34.9%34.9%

30.2%30.2%

30.2%30.2%

24.4%24.4%

16.3%16.3%

8.1%8.1%

4.7%4.7%

10.5%10.5%

3.5%3.5%

2.3%2.3%

　15　（12で「協働してみたい」を選んだ企業のみお答えください。）
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第３節　ＮＰＯ法人向けアンケート調査結果

　企業との関わりの有無について、「ある」（56.2%）は５割半ばとなっている。一方、「ない」（43.8%）は４割を超
えている。

　企業との関わりのきっかけは、「トップや担当者と個人的なつながりがあった」（62.3%）が最も高く、次いで
「企業からの打診があった」（40.4%）、「企業に直接話をもっていった」（36.8%）の順となっている。

１　貴団体ではこれまでに企業と関わりを持ったことがありますか。（ｎ＝203）

ない
43.8% ある

56.2%

　　企業との関わりのきっかけは何ですか。（複数回答）（ｎ＝114）
２　（１で企業と関わりを持ったことが「ある」を選んだ団体のみお答えください。）

トップや担当者と個人的なつながりがあった

企業からの打診があった

企業に直接話をもっていった

NPO 等や中間支援組織から仲介があった

行政からの働きかけがあった

経済団体から働きかけがあった

その他

62.3%62.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

40.4%40.4%

36.8%36.8%

18.4%18.4%

13.2%13.2%

6.1%6.1%

9.6%9.6%
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　企業との関わりの内容については、「寄付や助成金の受入れ」（47.4%）が最も高く、次いで「法人および賛
助会員として入会」（34.2%）、「講師や専門家の派遣や受入れ」（26.3%）の順となっている。

　　企業とどのような関わりを持ちましたか。（複数回答）（ｎ＝114）
３　（１で企業と関わりを持ったことが「ある」を選んだ団体のみお答えください。）

寄付や助成金の受入れ

法人および賛助会員として入会

講師や専門家の派遣や受入れ

協働でのイベント等の開催

ボランティアの受け入れ

理事や監事への就任

製品や資材、機材の受入れ

技術やノウハウ、その他専門的知識の提供と交換

企業の社会貢献制度の活用

社員へのボランティア研修

会議室や運動場、事務所などの社内施設の使用

自団体の機関誌への広告掲載

協働での商品開発やモニタリング

企業から社員の受入れ

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

47.4%47.4%

34.2%34.2%

26.3%26.3%

23.7%23.7%

19.3%19.3%

17.5%17.5%

15.8%15.8%

15.8%15.8%

15.8%15.8%

11.4%11.4%

10.5%10.5%

8.8%8.8%

6.1%6.1%

2.6%2.6%

11.4%11.4%
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　企業と関わった理由としては、「地域貢献のパートナーとして認識しているから」（48.2％）、「活動に必
要な資金を確保するため」（48.2%）が最も高く、次いで「団体の社会的認知を高めることにつながるから」
（35.1%）、「活動の基盤となる場や物的資源を得るため」（27.2%）の順となっている。

　「企業との関わり方が分からない」（55.1%）が最も高く、次いで「団体の人的資源に余裕がない」
（42.7%）、「企業がNPO等にどのような関心を持っているかが分からない」（33.7%）の順となっている。

　　企業と関わった理由は何ですか。（複数回答）（ｎ＝114）

地域貢献のパートナーとして認識しているから

活動に必要な資金を確保するため

団体の社会的認知を高めることにつながるから

活動の基盤となる場や物的資源を得るため

活動に必要な人材を確保するため

専門的知識の導入により、活動の向上を図るため

企業の経営資源を活用して、新たな地域活動や事業を創出するため

企業との連携を通じて、スタッフの能力向上を図るため

他のセクターとのネットワークを広げるため

社員や退職者の地域での活動の場を提供するため

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

48.2%48.2%

48.2%48.2%

35.1%35.1%

27.2%27.2%

21.1%21.1%

21.1%21.1%

20.2%20.2%

16.7%16.7%

16.7%16.7%

7.9%7.9%

5.3%5.3%

４　（１で企業と関わりを持ったことが「ある」を選んだ団体のみお答えください。）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

　　企業との連携活動を行わない理由は何ですか。（複数回答）（ｎ＝89）

企業との関わり方が分からない

団体の人的資源に余裕がない

企業がNPO等にどのような関心を持っているかが分からない

団体のミッションに合わない

企業と連携してもメリットがない

自分たちの活動が地域貢献以外に利用されるのではないかという不安がある

企業側がNPO等を理解していない

団体内の連携活動に関する企業の意識が低い

連携活動の失敗に関する他団体の事例を知っているから

その他

無回答

55.1%55.1%

42.7%42.7%

33.7%33.7%

12.4%12.4%

9.0%9.0%

6.7%6.7%

6.7%6.7%

2.2%2.2%

0.0%0.0%

9.0%9.0%

1.1%1.1%

５　（１で企業と関わりを持ったことが「ない」を選んだ団体のみお答えください。）
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　企業と連携・協働する場合に得意とすることは、「活動の実績」（43.3%）が最も高く、次いで「ネットワーク
を持っている」（28.6％）、「専門性が高い」（28.6%）、「地域住民と密接な関係を有している」（28.1%）の順
となっている。

　企業と連携・協働を行う場合に必要なことは、「連携活動を担当する人材の確保」（44.3%）が最も高く、次
いで「どのような企業があるのかについての情報収集」（41.4%）、「地域における認知や信用を高めること」
（38.4%）の順となっている。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

６　企業と連携・協働する場合に貴団体が得意とすることは何ですか。（複数回答）（ｎ＝203）

活動の実績

ネットワークを持っている

専門性が高い

地域住民と密接な関係を有している

企画力

コミュニケーション能力がある

協働のメリットを提示する能力がある

情報公開を積極的に行っている

マネジメント能力がある

知名度が高い

特にない

その他

無回答

43.3%43.3%

28.6%28.6%

28.6%28.6%

28.1%28.1%

18.2%18.2%

15.3%15.3%

11.8%11.8%

11.8%11.8%

8.9%8.9%

5.4%5.4%

3.0%3.0%

18.2%18.2%

3.4%3.4%

７　企業との連携・協働を行う場合、貴団体に必要なことは何ですか。（複数回答）（ｎ＝203）

連携活動を担当する人材の確保

どのような企業があるのかについての情報収集

地域における認知や信用を高めること

具体的な協働案を提示できる能力の養成

積極的な情報公開や情報発信をする能力やツール

役員（理事）の理解とリーダーシップ

企業とつきあう上での常識やビジネスマナー

研修などを通じ、団体内の意思統一を図る

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50%

44.3%44.3%

41.4%41.4%

38.4%38.4%

31.5%31.5%

25.6%25.6%

20.7%20.7%

16.7%16.7%

13.3%13.3%

2.5%2.5%

4.9%4.9%
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　企業に求めることとして、「寄付金や助成金などの資金を提供してほしい」（48.8%）が最も高く、次いで
「地域活動のパートナーとしてNPO等を認識してほしい」（40.4%）、「地域活動に関連ある技術やノウハウな
ど企業情報をもっと公開してほしい」（24.6%）の順となっている。

　行政に望む支援については、「協働事業に関する企業の情報の提供」（36.5%）が最も高く、次いで「企業と
交流する機会の提供」（35.0%）、「NPO等からの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）」
（28.6%）の順となっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

８　企業への要望はありますか。（３つまで選択）（ｎ＝203）

寄付金や助成金などの資金を提供してほしい

地域活動のパートナーとしてNPO等を認識してほしい

地域活動に関連ある技術やノウハウなど企業情報をもっと公開してほしい

トップが地域活動に関心をもってほしい

地域活動担当者をもうけてほしい

NPO等への理解について、社内で合意が得られるように進めてほしい

役員やボランティアなど人的資源を提供してほしい

会議室や運動場など施設の開放をしてほしい

製品や社内余剰品、および印刷機などの施設機材を提供してほしい

その他

無回答

48.8%48.8%

40.4%40.4%

24.6%24.6%

24.1%24.1%

18.2%18.2%

14.3%14.3%

14.3%14.3%

12.3%12.3%

8.9%8.9%

6.4%6.4%

10.8%10.8%

20%
９　企業との連携活動を促すために、行政（県・市町）にどのような支援を望みますか。（３つまで選択）（ｎ＝203）

協働事業に関する企業の情報の提供

企業と交流する機会の提供

NPO等からの要望を受け止め、企業に発信する仕組み（仲介機関など）

協働事業を行うメリットや社会的意義に関する情報の提供

協働事業案の具体的な提案

連携するための相談窓口を設置

企業との協働に関する連携講座開催

特に望む支援はない

わからない

その他

無回答

36.5%36.5%

35.0%35.0%

28.6%28.6%

27.6%27.6%

26.6%26.6%

22.2%22.2%

13.3%13.3%

7.9%7.9%

8.9%8.9%

3.0%3.0%

4.4%4.4%

0% 10% 30% 40%
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